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１．はじめに 

自律型無人探査機（AUV）は、機器本体が自律的に状況を判断して全自動で水中を

航行できる自律型海中ロボットであり、1990 年代後半に研究開発が開始された深海

巡航探査機「うらしま」をはじめとして、多くの世界をリードする研究開発が我が

国で行われてきている。例えば、海底探査技術の国際競技大会「XPRIZE」での Team 

KUROSHIO の活躍や、内閣府の戦略的イノベーション創造プログラム「革新的深海資

源調査技術」における AUV 複数運用技術の開発等、我が国の強みを活かした技術開

発の事例が見られる。今後の洋上風力発電をはじめとする海域利活用における省人

化や海の可視化等を可能とする高いポテンシャルがある技術として、その国産化・

産業化が期待されている一方で、産業化においては海外に後れをとり、現在、日本

国内で販売されている AUV の多くが海外製となっている。 

今後の活用が期待される AUV について、「総合的な海洋の安全保障」や「持続可能

な海洋の構築」の視点を踏まえて、海洋立国日本として、いかにして海洋の産業利

用を促進して社会実装していくかという課題に向き合い、現状の正確な把握と俯瞰

的な視点からの戦略の策定を進めていく必要がある。第４期海洋基本計画の策定に

向けた基本的な考え方を示した参与会議意見書（令和４年 12 月）にも、AUV 等につ

いて早期の社会実装に向けた戦略を策定、実行していくべき旨の記載がなされてい

る。そこで、参与会議に AUV 戦略プロジェクトチーム（PT）を設置し、AUV の社会実

装に向けた戦略（AUV 戦略）の策定に向けて集中的に検討を行う。また、これら検討

を踏まえて AUV 戦略の素案を作成する。 

この中間とりまとめは、上記の本 PT の目的・趣旨を踏まえて、これまでの AUV 戦

略の方向性に係る議論の結果を整理したものである。 
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２．主な検討テーマと議論の概要 

（１）主な検討テーマ

本 PT では、AUV 戦略の策定に向けて、AUV の特性を踏まえて国内外の現状や課題を

把握するとともに、AUV 戦略の主要要素である将来ビジョンやロードマップ、関連技

術を「見える化」する技術マップ等を作成する。また、AUV の社会実装に向けた促進

方策（官民プラットフォームの形成、共通基盤の構築、制度環境の整備、企業活動の

促進方策、研究開発の推進等）について検討する。 

なお、遠隔操作型無人潜水機（ROV）を含めたその他の海洋ロボティクスと AUV の境

界は必ずしも明確では無いこと、また、AUV を含めた様々な海洋ロボティクスを、そ

れらの特徴を踏まえてシステムとして組み合わせて運用する場面も想定されること

から、本 PT では、AUV を主な対象としつつも、他の海洋ロボティクス（図 1）やデー

タ送受信・給電等の周辺機器・設備も検討の視野に入れる。

図 1：AUV を含む海洋ロボティクスの分類 
（出典：国土交通省海事局「AUV の安全運用ガイドライン」より） 
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（２）これまでの議論の概要

本 PT ではこれまで、AUV 戦略の方向性を検討するため、AUV の技術開発や利用の現

状や課題について共有するとともに、戦略策定に必要となる課題や論点の整理を行っ

た（PT の構成員及び開催状況は参考資料１、２を参照）。 

第１回の PT では、事務局からの PT の進め方の説明に続いて、AUV に関する取組状

況として、革新的な技術開発や、社会課題解決のための実証事業、業務での利用状況

等について関係府省より報告が行われた（関係府省の取組状況については参考資料３

を参照）。また、海洋産業タスクフォースより、AUV 等に係る専門家集団が様々な海洋

分野にサービスを提供するサービスプロバイダの活用や、浮体式洋上風力発電をはじ

めとした海洋産業への DX の活用について提案が行われた。 

図 2：海洋産業への DX 導入イメージ 
（出典：海洋産業タスクフォース発表資料より） 

第２回の PT では、AUV に関する取組状況として、東京大学生産技術研究所の巻准教

授より大学での研究開発の状況について、川崎重工業の湯浅エグゼクティブフェロー

と吉賀委員より民間企業による製品化や海外展開を含む事業化の状況についてそれ

ぞれ報告が行われた。また、海洋研究開発機構（JAMSTEC）より、海底鉱物資源の調査

等の AUV の活用ビジョン、AUV に必要となる技術開発項目等に関する報告及び技術開

発を推進する産業界との「共創の場」の構築についての提案が行われた。 
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図 3：英国国立海洋センター（NOC）による産業界との「共創の場」の先進事例イメージ 
（出典：JAMSTEC 発表資料より） 

また、第 3 回の PT では中間とりまとめについて及び官民プラットフォームの設置

について議論を行った。これらを踏まえた主な議論は次の通りである。 

＜将来ビジョンに関連した議論＞ 

 将来ビジョンを検討する上で、民間分野及び安全保障分野の双方の観点を重

視する。また、ビジョン作成に関しては、想定される市場規模・投資規模や、

世界市場において大きなシェアを持つ防衛関連市場についても考慮する。

 AUV についてはニーズそのものが萌芽期であり、現段階のニーズをもとに技術

開発を行うと、技術がガラパゴス化する懸念がある。技術が実装された将来の

AUV産業のエコシステムを踏まえてバックキャストしていく必要もある。

 既存市場をターゲットに欧米と正面から対峙する大型 AUV の強化と、競争を避

けて新市場を創造する小型 AUV の量産化・低コスト化を分けて検討する必要が

ある。水中ロボット産業の創出のためには日本国内に大きな需要が必要。

 新市場の開拓においては、我が国の製造業が得意とする作りこみとすり合わせ

を活かすことも重要。AUV とロボットアームの組み合わせで海外から受注され

た川崎重工業の事例を踏まえると、多用途ではなく特徴を持つことも重要。

 我が国の厳しい市場環境を踏まえ、勝てるところに優先して投資していくこと

が重要である。何をいつまでに実施するのかスピーディに議論を行うことが必

要。

参画企業
共創の場Marine Robotics 

Innovation Centre
（MRIC）

メリット：
自身が主導して多様なビジネスチャンスを創出
（スタートアップ中心で支援）

・実用化の段階に応じたパートナー
シップを用意し、締結した企業と
共同で研究・技術開発

・参画企業のデータを共有・蓄積
・新しいアイデア・インスパイア
・ライセンスや知財の可能性の拡大

メリット：
MRICからの手厚いサポート

参画企業専用の作業部屋

NOC-参画企業専用の
ディスカッションルーム

・NOC・NOCパートナー企業と
気軽に意見交換・相談可能な環境

・NOC施設（試験場等）の利用
・参画企業専用の作業部屋
・ネットワーク拡充民間企業と共同で

開発した超小型AUV 1

Win-Winの関係

（NOC Marine Robotics 
Innovation Centre 

Webサイトから画像引用）

（NOC Marine Robotics 
Innovation Centre 

Webサイトから画像引用）
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＜技術マップ・国産化に関連した議論＞ 

 AUV 搭載部品は海外製がほとんどであり、コスト、納期、メンテナンス、問合

せ対応等に懸念がある。国内の海洋機器メーカの技術力、対外競争力の底上げ

が必要。

 どの程度まで AUV の技術開発が進めばニーズを満たすことができるのか、ニー

ズとシーズのマッチングについて整理していく必要がある。

 国産化の検討に際しては、AUV 本体の国産化の課題、部品の国産化の課題及び

給電システム等の周辺機器の課題がそれぞれにあり、国際的に伍していく分野

を含めて整理していく必要がある。

 AUV は基本的に国産化を目指さないといけない。特に重要な部品については技

術を握る必要がある。たとえば、今後はセンシングが鍵となる。

 石油天然ガス開発や安全保障の巨大市場がない我が国には AUV の機械システ

ムの設計・組立などを行う事業者が少ないため、国産の基幹部品が少ない。

 水中コネクタ等の AUV の部品の一部は、海外製では必要な性能を満足しないと

いう課題がある。基幹部品は国産化していく必要がある。

 国産化ありきではなく、戦略を考えるうえで経済安全保障の不可欠性の観点も

含めて国産化の必要性を検討して、技術開発を進める必要がある。

 ROV の実装すら萌芽期である我が国において、いきなりケーブルのない AUV を

社会実装できるのか。ケーブルのある AUV の実装等を含めて段階的な取組も想

定する必要がある。

表 1：AUV（大型・小型）の比較例 

（出典：吉賀委員発表資料より） 

＜共通基盤構築に関連した議論＞ 

 需要が細分化して個別分野で高い専門性が求められる等、標準化がされにくい

国内環境にある。
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 ハードウェアに加えてソフトウェアの標準化も重要である。

 AUV の技術は萌芽状態であり、まだまだ規格が収束しない段階である。規格化

は、科学技術の波及や国際競争力の観点からも重要であり、将来の発展を見越

したフレキシブルで広い間口で検討していく必要がある。

 戦略策定に際しては、AUV の部品のモジュール化に加えて、ソリューションの

モジュール化も議論できると良い。

＜制度環境整備に関連した議論＞ 

 国内にて AUV の試験を実施するには、海域の選定に加え海域利用の調整が必要

であり技術開発の障害となっている。そのため常設で制約なく自由にオペレー

ション可能な実海域の試験場の確保が必要である。

 我が国には安全保障貿易管理制度があり、容易に海外に製品を売れないという

制約もある。限定された市場環境のもとで海外勢と戦わないといけない。一方

で、様々な輸出支援の方策について整理して活用できれば、同盟国・同志国を

はじめとした海外市場を開拓できる可能性がある。

 AUV で取得されたデータの利活用に際して、そのオープン・アンド・クローズ

戦略を検討する必要がある。また、運用ルールも重要であり、運用上の規範の

作成について我が国が率先して役割を果たす必要がある。

 沖合漁業用としての AUV の将来の活用可能性があるなか、沿岸国の管轄権外区

域における AUV の国際法上の扱いについて、ルール策定を含めて検討する必要

があり、その各国との議論においては、我が国が主導することが期待される。 

＜企業活動の促進・人材育成に関連した議論＞ 

 インセンティブを与えて目標が達成できれば購入するといった契約方法やア

ンカーテナンシー（長期購入契約）の適用も想定される。海外ではスタートア

ップの資金調達等に活用されている。 

 アンカーテナンシーは我が国ではまだ早く、「共創の場」から進めていく段階

にある。

 今後の我が国の海洋開発産業においてサービスプロバイダとして高いレベル

から事業全体を見られる専門家集団は有望であり、その起爆剤として AUV を有

効に利用し、データの付加価値化等をしていくことが重要である。

 日本国内のマーケットが限定される中、サービスプロバイダの検討は、国際競

争のなかで行う必要がある。

 現状では AUV のリスク評価は難しく、付保事例は限定的であるものの、AUV を

利用した企業活動促進のためにも、リスクを担保する保険の検討が必要である。 
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 関連産業が育っておらず、専門の教育を受けた学生の海中ロボット関連への就

職は必ずしも多くはない。

 「市場が小さく」、「国内メーカが育たない」、「認知度が低い」という負のトラ

イアングルがある。大学の役割として、アウトリーチや夢のあるプロジェクト

の実施、人材育成等が挙げられる。 

 人材として、ロボットエンジニアの方への需要もある。海洋分野に限らない先

進的な技術分野からの人材の取り込みも重要となる。

 運用側の人材育成が課題である。ドローン等でも需要拡大の背景には運用者の

人材育成がある。地方の商工会議所や高校生を対象とした ROV の人材育成・教

育の取組もあり、地方創生の要望に応えていくものとしても期待される。

 マサチューセッツ工科大学と現場を持つ研究所（ウッズホール海洋研究所）が

連携して手厚い奨学金のもとで博士人材の育成を行う先進事例は、大学におけ

る人材育成の方策として参考となる。博士人材だけではなく、修士段階の学生

の取り込みを目指すプログラムも重要。

 大学生や高等専門学校生、職業能力訓練大学校生を対象とした海域でのロ

ボットコンテスト等が開催されており、人材育成に貢献している。

＜官民連携に関連した議論＞ 

 技術開発要素を抽出し、産学官からなる AUV のコミュニティを利用した多様

な参加者から構成する「共創の場」を構築し、開発に取り組む必要がある。

 負のトライアングル等の課題解決策として「共創の場」は期待できる。

海外では知財の共同構築等を検討する「共創の場」もあり、参考となる。

 官民プラットフォームは当初は官が主導するが、将来的には民間主体の運

営へと成熟させていく必要がある。

＜研究開発の推進に関連した議論＞ 

 内閣府による戦略的イノベーション創造プログラム「革新的深海資源調査技術」

において AUV 複数運用技術の開発が行われる等、政府の大規模研究開発プロジ

ェクトや競争的研究費のもとで先進的な研究開発が行われている。

 今後の AUV の運用を更に効率化していくため、AI 等の新技術の導入検討が必

要となる。

 水中騒音対策をはじめとした海洋環境への影響に配慮した技術開発も必要と

なる。
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３．AUV 戦略の方向性 

 AUV の社会実装を推進するため、官民プラットフォーム（後述）の議論を活用し、

現状の正確な把握と俯瞰的な視点から、以下の方向性にて戦略策定を進めていく。 

（１）官民プラットフォームの形成

AUV の社会実装のためには、AUV の開発や利用に取り組む我が国の企業、大学・公的

機関、関係府省が連携することが必要である。このため、多様な参加者より構成され

る官民プラットフォームを形成し、ニーズやシーズを踏まえた将来像等について広く

議論し、AUV 戦略の策定や戦略策定後の技術動向等の共有や共通基盤の構築など継続

的な取組を進めていくための枠組みとする。また、民間や研究機関が主導する官民プ

ラットフォームのもとで、市場ニーズを踏まえて官民が技術開発要素等を抽出して開

発に取り組むことができれば、「市場が小さく」、「国内メーカが育たない」、「認知度が

低い」といった課題の解決への貢献も期待できる。そのため、官民プラットフォーム

は、将来は民間や研究機関が主体になった運営とするよう関係者と検討する必要があ

る。 

（２）将来ビジョンの作成

 海洋における石油天然ガス開発等の AUV を利用する海洋産業の規模が小さく、厳し

い市場環境にある我が国において AUV の産業化を進めるためには、AUV 開発側と利用

側が将来ビジョンを共有した上で市場開拓を行う分野等を AUV 技術の多義性を踏まえ

つつ戦略的に検討する必要がある。海洋資源開発や洋上風力発電、海洋観測・監視、

科学調査・研究（深海・極域等）、海洋環境保全、防災・減災、海洋安全保障等の海洋

分野の将来像を見据え、低コストの AUV や高性能 AUV を含めた様々な AUV が、民間や

安全保障分野等でどのように利活用されるのかを示す将来ビジョンや、いつまでに何

を実現するのかを示したロードマップを作成する。その際、AUV の利用ニーズが萌芽

期であることを十分に認識した上で、将来の AUV の市場規模や投資規模を想定しつつ

大きな国内市場の形成可能性に係る議論を含めて将来像を柔軟に検討し、そこからバ

ックキャストすることが求められる。なお、将来ビジョンの共有は、企業等が一定の

予見性をもって AUV に投資することにも貢献すると考えられる。 

（３）技術マップの作成

 海外製の AUV が販売され、AUV 搭載部品の多くが海外製品である中、海外の AUV と

競争していくためには技術面での我が国の強み等の分析も重要となる。国産化に向け

た戦略を検討する基礎資料として、企業、大学・研究機関、関係府省による研究開発
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の成果や海外動向把握等を基に、AUV や周辺機器・設備を構成するセンサ等の主要技

術やその技術動向を示す技術マップを作成する。技術マップの公表に当たっては、我

が国の経済安全保障等について考慮する。この際、部品を含めた完全な国産化を前提

とした分析はせず、我が国にとっての重要性を同盟国・同志国等の技術活用の可能性

も含めて特定することが求められる。なお、イラストや図を用いて性能や仕様を分か

りやすく「見える化」して公表できれば、様々な国内企業の参入を促すことが可能に

なる。 

（４）共通基盤の構築

 我が国には大きな AUV 関連市場が発達しておらず、また、需要が細分化されている

ため、AUV に関わる技術の標準化を進めにくい国内環境にある。様々なメーカが製造

する AUV について、各社が独自性を発揮して競争することは自然であるが、非競争領

域において共通基盤を構築して技術の底上げを行うことも重要である。例えば、将来

の規格化を見据えて部品やソフトウェアの共通化や互換性の確保を行うことが考え

られる。これにより、部品メーカやソフトウェアメーカの参入が容易になり国産化が

進めば、ＡＵＶの早期の社会実装が期待できる。また、用途の違いや技術の進展に応

じて搭載機器やソフトウェアを変えられるモジュール化に加えて、周辺機器・設備を

含めて運用システムのパッケージ化を進めることで、公的利用を含む様々なニーズに

対するソリューションの提供が可能になる（パッケージ化した運用イメージについて

は図 4 を参照）。なお、規格の共通化等については、官民連携の枠組のもとで国際規格

の策定を主導することにも留意しつつ、既に国内の各個で進められている議論を踏襲

することで、社会実装の加速化が期待できる。 

（５）制度環境の整備

 国内にて AUV の実海域試験を実施するには海域利用の調整等が必要であり技術開発

から実証を進める段階での障害となっている。常設で技術実証や技術公開、人材育成

に利用できる展示場・試験場等、社会実装の促進を可能とする制度環境の整備も課題

となる。また、AUV の使い方に関する運用規範やルールの検討を行うことも重要であ

る。産業競争力の確保や安全保障の側面から、知財等の技術情報や取得・解析データ

の共有や管理の方策について検討することも重要である。 

（６）企業活動の促進方策

 AUV に関する企業の活動を促進していくためには、将来ビジョンや技術マップ、ロ

ードマップの作成を通して国産の AUV の特性や優位性を明らかにし、市場開拓を行う

分野等について戦略的に検討する必要がある。また、具体的な促進方策として、海外
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展開の支援やスタートアップの支援等について検討していく必要がある。この際、安

全保障貿易管理のもとでの輸出制限に関する実態や海外のスタートアップ支援の先

進事例等を含めて、国内外の動向調査・整理から行うことが求められる。 

また、データの解析を含め AUV 運用の技能習熟には時間が必要となること等から、

AUV 等に係る専門家集団が様々な海洋分野にサービスを提供する、いわゆるサービス

プロバイダの活用可能性や育成支援について検討することは、AUV から得られるデー

タの付加価値化による新たな産業創成等の観点からも有効である。

AUV に係る産業を担う人材の育成の在り方についても海外の先進事例等を参考として

検討する必要がある。この際、海洋分野やロボティクス分野の技術開発を担う人材に

加えて、運用を担う人材の育成も重要となる。 

（７）研究開発の推進

 世界と競争し、様々な利用ニーズへ対応した社会実装を進めるためには、AI、量子、

材料技術等の新技術や環境負荷低減技術等の AUV への適用を含めて、企業、大学・研

究機関、関係府省における AUV をはじめとする海洋ロボティクスの研究開発・技術開

発を推進することが必要である。この際、フロントローディングの視点を念頭に置き

つつ、「共創の場」等の枠組を活用して情報交換や共同研究・技術開発を進めることが

重要である。 

 例えば、個体ごとの高精度の AUV 運用技術、複数機 AUV を活用した群制御・連携運

用技術、作業用 AUV の技術、AUV の大深度化、各種センサの高性能化、水中光・音響

通信技術の高度化、さらに低コスト化等への対応が望まれる。また、広域・長期間の

連続運用を可能とするための投入・揚収装置開発、深海ターミナルによる充電技術、

データ伝送・回収技術など、AUV 利活用を発展させるために開発・対応すべき技術課

題は多い。測位衛星からの電波が到達しない海中の道標として固定式の観測装置に音

響灯台のような役割を付与し、AUV と連携させながら観測を行う方策も有望である。 
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図 4：近い将来の AUV を含めた海洋ロボティクスの利用イメージ 
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４．今後に向けて 

今日の我が国周辺海域を取り巻く情勢は一層厳しさを増しており、我が国の海洋に

関する国益はこれまでになく深刻な脅威・リスクにさらされている。また、世界全体

の経済構造や競争環境に大きな影響を与える変化が生じている。我が国では今まさに

産学官の英知を結集した海洋政策の大きな変革・オーシャントランスフォーメーショ

ン（OX）が求められている。

このような状況のもと、令和５年１月に参与会議に AUV 戦略 PT を設置し、AUV の社

会実装に向けた戦略の策定に向けた検討を開始した。３回の PT を通して、AUV の国産

化・産業化に関する現状の情報共有と、戦略策定に必要となる課題や論点を議論し、

中間とりまとめとして官民プラットフォームの設置を含めた AUV 戦略方向性を整理し

た。 

本中間とりまとめにおいて明確化された方向性をもとに引き続き議論を深め、海洋

産業全体の戦略的ビジョン策定の具体例となる AUV 戦略を取りまとめていく。 
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AUV 戦略 PT 構成員 

（五十音順、敬称略） 

（１）参与

井上登紀子  東京海上日動火災保険株式会社執行役員 

岩並 秀一  三菱重工業株式会社顧問 

坂本 隆 深田サルベージ建設株式会社常務取締役  

佐藤 徹 東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 

中田 薫  国立研究開発法人水産研究・教育機構理事 

西村 弓 東京大学大学院総合文化研究科教授 

原田 尚美（主査） 東京大学大気海洋研究所教授 

村川 豊  株式会社ＮＴＴデータ特別参与  

（２）有識者

高木 健  東京大学大学院新領域創成科学研究科教授 

中谷 武志 国立研究開発法人海洋研究開発機構研究プラットフォーム運用開発部門 

技術開発部海洋ロボティクス開発実装グループ グループリーダー代理 

藤原 敏文 国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所研究監 

山本 郁夫 長崎大学副学長 

吉賀 智司 株式会社 FullDepth 代表取締役社長 CEO 

（３）関係府省庁、団体

内閣府（総合海洋政策推進事務局、科学技術・イノベーション推進事務局）、文部科学省、経

済産業省、国土交通省、環境省、防衛省、海洋産業タスクフォース 等 

参考資料１
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AUV 戦略 PT 開催実績 

開催実績 テーマ

第１回 PT 

（令和 5 年 1 月 23 日開催） 

・本 PT の目的・趣旨及び進め方

・関連する取組状況について（関係府省）

内閣府（科学技術・イノベーション推進事務局）、文部科学省、 

資源エネルギー庁、国土交通省、海上保安庁、防衛省

・AUV 戦略に関わる検討について

海洋産業タスクフォース

第２回 PT 

（令和 5 年 2 月 27 日開催） 

・関連する取組状況について（民間、アカデミア）

川崎重工業株式会社、東京大学生産技術研究所、

株式会社 FullDepth

・AUV 戦略に関わる検討について

国立研究開発法人海洋研究開発機構（JAMSTEC）

・中間とりまとめ骨子案について

第３回 PT 

（令和 5 年 3 月 29 日開催） 

・中間とりまとめについて

・官民プラットフォームの設置について

参考資料２



ＡＵＶに関連する取組状況

参考資料３

目次

内閣府（SIP）の取組状況・・・・・・・・・・・・・ 16

文部科学省（JAMSTEC等）の取組状況・・・・・・・・ 23

資源エネルギー庁（JOGMEC）の取組状況・・・・・・ 25

国土交通省の取組状況・・・・・・・・・ ・・・・・ 30

海上保安庁の取組状況・・・・・・・・・ ・・・・・ 33

防衛省の取組状況・・・・・・・・・ ・・・・・・・ 34

SIP：戦略的イノベーション創造プログラム
JAMSTEC：国⽴研究開発法⼈海洋研究開発機構
JOGMEC：独⽴⾏政法⼈エネルギー・⾦属鉱物資源機構
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内閣府（SIP）の取組状況
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文部科学省（JAMSTEC等）の取組状況
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文部科学省（JAMSTEC等）の取組状況
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国土交通省の取組状況
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国土交通省の取組状況
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海上保安庁の取組状況
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防衛省の取組状況
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Vehicle UUV
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参考資料５ 

自律型無人探査機（AUV）官民プラットフォームの設置について 

内閣府総合海洋政策推進事務局 

1． 趣旨、目的

自律型無人探査機（AUV）は、洋上風力発電をはじめとする海域利活用における省人

化や海の可視化等を可能とする高いポテンシャルがある技術として、その国産化・産業

化が期待されている。第４期海洋基本計画の策定に向けた基本的な考え方を示した参与

会議意見書（令和 4 年 12 月）にも、AUV 等について早期の社会実装に向けた戦略を策

定、実行していくべき旨の記載がなされており、AUV に取り組む我が国の企業、大学・

公的機関、関係府省等が連携し、現状の正確な把握と俯瞰的な視点から戦略策定を進め

ていく必要がある。そこで、AUVの社会実装に向けた交流や様々な情報共有を促進する

とともに、戦略策定に向けた将来ビジョンやロードマップ等について検討するための官

民プラットフォームを設立する。 

２．実施内容、体制 

 本プラットフォームは、AUVの製造、要素技術開発、運用、利用に関連する企業、大

学・公的機関、関係府省等が広く参加し、情報交流・共有を促進するとともに、AUV戦

略の主要要素である将来ビジョンやロードマップ等の素案について検討する。また、AUV

の社会実装に向けた促進方策（共通基盤の構築、制度環境整備、官民の連携、研究開発

の推進、人材育成等）について検討する。内閣府総合海洋政策推進事務局が事務局をつ

とめ、議長の選任を含む運営を担う。検討状況や結果については、適宜、総合海洋政策

本部参与会議・PTに報告する。想定する参加者は次の通りである。 

（１） 民間企業・団体（重工メーカ、IT・通信、センサー・部品、海洋調査、海洋資源

開発、海洋土木、洋上風力、金融・保険、スタートアップ 他）

（２） 大学・公的機関等（海洋研究開発機構、海上・港湾・航空技術研究所、

エネルギー・金属鉱物資源機構、水産研究・教育機構、第３期 SIP海洋課題、

専門家 他） 

（３） 関係府省（内閣府、文部科学省、資源エネルギー庁、国土交通省、海上保安庁、

環境省、防衛省 他）

３．スケジュール 

 令和 5 年 5 月頃に第 1回会合を開催し、令和 5年度内に合計 3 回の全体会合を行い、

検討結果を取りまとめる。また、別に設置する作業部会（技術部会、利用部会）にて、

個別の課題に沿った検討を行う。 

以上 
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図：官民プラットフォームの検討の流れ 

図：AUV戦略の検討スケジュール 

利用部会

技術部会

全体会議（官民協議会）

#1：キックオフ(5月頃)
検討の流れ、作業部会の設置について
対象や利用場面の想定について

#1：キックオフ
AUV技術の構成について
共通基盤化について

#1：キックオフ
利用場面の対象について、
制度・環境整備の検討項目

#2：
技術マップ（素案）
重要技術、国産化等

#2：
サービスプロバイダー、
法制度、海外展開等

#3：（9月頃）
ロードマップ、AUV戦略、
官民枠組の今後について

#2：（7月頃）
将来ビジョン構成案、
技術マップ等について

#3：
将来ビジョン（骨子）、
コスト低減、産学連携等

#3：
将来ビジョン（骨子）、
人材育成、実証フィールド等

官民プラットフォームの流れ

大型（深海） 資源探査などに利用
小型（浅海） 沿岸監視などに利用
ホバリング型 施設点検などに利用

参与会議・PTとの連携、経過報告 提言




